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前 書 き 

 

公共的な役割を有する事務・事業の担い手には、国のほか、特別の法律に基づき国によ

り設立される独立行政法人や特殊法人、特別の法律に基づき民間の発意により国の認可を

受けて設立されるいわゆる「認可法人」、行政代行的な役割を担う公益法人など様々な類型

の法人が存在しており、累次の行政改革の取組の中で、これらの法人に対する国の関与や

指導監督の在り方も含めた見直しが行われてきたところである。 

こうした法人のうち、「特別民間法人」（注１）については、「特別の法律により設立され

る民間法人の運営に関する指導監督基準」（平成 14 年４月 26 日閣議決定）が、「特別法人」

（注２）については、「特別の法律により設立される法人の運営に関する指導監督基準」（平

成 18 年８月 15 日閣議決定）が、それぞれ策定され、国として一定の指導監督を行うこと

とされている。 

（注１）「行政改革に関する第５次答申－最終答申－」（昭和 58 年３月 14 日臨時行政調査会）を受けた行政

改革や「特殊法人等整理合理化計画」（平成 13 年 12 月 19 日閣議決定）による特殊法人等改革におい

て、事務・事業の制度的独占の原則廃止、国からの出資の廃止、役員選任の自主化といった「民間法

人化」が行われた特殊法人及び認可法人をいう。平成 25 年 12 月現在 37 法人ある。 

（注２）特別の法律に基づき設立される全国を地区とする法人のうち、法律により国の事務を行うこととさ

れているものや国からの補助金等と密接な関係を有する業務を行うもの等、一定の要件に該当する法

人をいう。平成 25 年 12 月現在 12 法人ある。 

また、特別民間法人及び特別法人については、「今後の行政改革の方針」（平成 16 年 12

月 24 日閣議決定）において、いずれも「行政代行法人」として見直しの対象とされ、国民

負担の軽減、財政支出の削減、事務･事業の効率化等の観点から、検査・検定業務への民間

参入の促進、経常的経費に係る補助金・委託費の削減等が求められてきたところである。 

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、これまで必ずしも明らかにされて

こなかった特別民間法人及び特別法人の実態や国との関わりの全体像を明らかにしつつ、

こうした法人が担うべき行政代行的・行政補完的機能の的確かつ効率的な発揮の観点から、

これらの法人の事務・事業運営の状況、関係府省による指導監督などの関与の状況等を調

査し、関係行政の改善に資するために実施したものである。 
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